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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第２四半期
連結累計期間

第49期
第２四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 （千円） 47,391,078 43,591,908 94,618,831

経常利益 （千円） 5,323,442 4,845,771 10,849,667

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 3,678,430 3,268,325 7,317,629

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 3,468,760 3,410,248 6,851,638

純資産額 （千円） 52,631,418 55,928,270 55,089,070

総資産額 （千円） 67,485,236 71,227,520 70,598,860

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 79.34 71.12 158.01

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.0 78.3 78.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,876,247 3,171,740 7,551,046

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △589,858 △210,945 △1,360,887

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △2,110,150 △2,656,648 △3,047,854

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 35,313,818 38,802,350 38,276,335

 

回次
第48期

第２四半期
連結会計期間

第49期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 43.02 43.07

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりです。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

　また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　事

業の状況　２　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

（12）新型コロナウイルス感染症の影響

　当社グループは、持続可能な社会の実現に貢献するため、新たに中期経営計画(2019年４月～2022年３月)を策定

し、ESGへの取り組みをとおして新たな価値を生み出すことを目指し、目標達成に向け、「営業力・SI力の強化」、

「社内システム・事務の刷新」、「新規事業の創出」、「働き方改革の実践」、および「グループ経営基盤の強化」

の５つの重点施策を推進しています。

　新型コロナウイルス感染症のパンデミックにより世界的規模で景気が減速しているため、顧客の業績悪化に伴うIT

投資の抑制や延期などの影響により、2021年３月期上半期の売上高は軟調に推移することを想定していました。ま

た、下半期においては新型コロナウイルス感染症の収束による経済活動の回復を前提に、2021年３月期の業績見通し

として、増収増益を想定していました。

　しかし、現時点において、新型コロナウイルス感染症の収束は長期化しており、経済活動は回復傾向にあるものの

当初想定より緩やかに推移しています。当社グループを取り巻く事業環境や第２四半期までの業績などから、通期に

おいては当初想定を下回る見込みです。通期業績見通しにつきましては、当初の想定を引き下げるものの、第４四半

期を中心に拡大することを想定し、デジタルテクノロジー株式会社の決算期変更影響を除いた前期の水準を上回る予

定です。一方、営業利益につきましては、デジタルビジネスへの積極的な投資を行いつつも、100億円となる見込み

です。

　なお、業績見通しは、今後の新型コロナウイルス感染症の動向等、様々な要因により変動する可能性があります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により依然として厳しい

状況にあります。しかし、先行きについては感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを段階的に引

き上げていくなかで、各種政策の効果や海外経済の改善もあり、持ち直しの動きが続くことが期待されます。た

だし、国内外の感染症の動向など、引き続き注視していく必要があります。

 

　このような状況下において当社グループは、中期経営計画（2019年４月～2022年３月）として、「明日の社会

に新たな価値を提供する Next Value Creator」をビジョンに掲げ、財務目標としては、連結売上高1,000億円以

上、海外事業売上高50億円以上、連結営業利益率10％以上、ROE12％以上、ならびに総還元性向45％以上を目指し

ます。

　上記目標を実現するため、「持続可能な社会の実現」、「新たなSIerへの進化」ならびに「自律型人材への変

革」の３つの基本方針を策定し、取り組みを継続しています。重点施策としては、「営業力・SI力の強化」、

「新規事業の創出」、「グループ経営基盤の強化」、「社内システム・事務の刷新」ならびに「働き方改革の実

践」を推進しています。

 

■「新型コロナウイルス感染拡大への対応」

　当社グループでは、業務を推進するにあたり、社員の安心・安全を最優先としつつ顧客の意向を汲み取りなが

ら、次のような対策を取り組んでいます。

 

・社員、ビジネスパートナーおよび顧客情報の日次監視

・テレワーク、時差出勤の制度化

・ビデオ会議の導入、採用面接のリモート化

・各種教育のオンライン化

・渡航、出張の制限

・懇親会の自粛
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■「営業力・SI力の強化」

　New Normalな社会への変容に合わせて、Webコミュニケーションツールを活用したリモートと対面を組み合わせ

た営業スタイルを推進しています。また、提案価値向上を図るために、組織的な営業活動強化に取り組んでいま

す。

　具体的には、SFAシステムの活用により新型コロナウイルス感染拡大の影響を含めた顧客動向・営業活動につい

て、経営層を含めた関係者へタイムリーな情報共有を行っています。今後はこれらのデータを活用し営業状況に

応じた戦略を立案するとともに、営業効率の向上を図ります。

　2020年９月、アマゾン ウェブ サービス（AWS）に関する知識要件やシステムインテグレーションの実績要件を

充足し、アドバンスドコンサルティングパートナーに認定されました。今後もクラウドビジネス拡大を推進して

いきます。

　また、Nelito Systems LimitedにＤＴＳ独自の開発標準（PMS）を導入し、金融事業本部がプロジェクト状況の

モニタリングやリスク管理などを指導しています。

 

■「新規事業への取り組み」

　新型コロナウイルスの感染拡大により社会のあり方が変化し、New Normalといわれるデジタル、オンライン、

リモート、タッチレス、省力化といった新しい時代に適応していくための施策を加速・強化していきます。具体

的には中期経営計画目標である売上高に占めるDX関連売上の比率25％、およびDX人材500名育成を１年前倒し、

2021年３月期の目標として取り組んでおり、順調に推移しています。

　また、AIを活用したビジネス提案を加速させるために社内横断プロジェクトを発足しました。市場調査や顧客

ニーズを踏まえた継続的なビジネスアイデア創出への取り組みを実施するとともに、実践形式による技術者の育

成を推進しています。

 

■「グループ経営基盤の強化」

　ESGへの取り組みとしては、当期より各組織毎にESG推進委員を任命し、その推進体制の強化を図っています。

加えて、当社の全プロジェクトを対象に実施していたSDGsへの貢献内容調査について、当社グループ全体に対象

範囲を拡大しています。その調査結果を活用し、グループ横断での活動強化に取り組んでいきます。環境面にお

いては、テレワークやWeb会議の浸透により、CO2排出量や用紙の使用量削減が進んでおり、当初の通期目標を見

直し、さらなる向上に努めます。

　また、当期より、DTS SOFTWARE VIETNAM CO., LTD.、大連思派電子有限公司ならびに株式会社思派電子ジャパ

ンを連結子会社化し、全ての事業会社が連結対象となりました。グループ一丸となり国内および海外市場でのビ

ジネス拡大を図っていきます。

　さらに、2020年６月、組織間連携強化ならびに生産性向上を目的として、芝開発センタと大門開発センタを集

約し、門前仲町開発センタを開設しました。

 

■「社内システム・事務の刷新」

　ワークスタイルの変革や業務効率の改善に向けて、業務プロセスの見直しによる合理化および社内システムの

再構築に取り組んでいます。

　第一弾として、社内情報の一元化とBIを活用した情報検索効率改善に向け、社内情報共有基盤のトライアル運

用を開始しました。今後も継続的に機能追加・改善を実施するとともにDX関連技術や新たな開発手法を取り入

れ、社員が実践経験する機会としても活用していきます。

　また、社内シンクライアント環境の運用用途を広げ、顧客ニーズに応じてテレワークでも開発を行うことが出

来る環境を構築しました。

　2020年７月、社員の満足度向上のため、社内広報紙をWeb化し会社情報へのアクセスを容易にしました。

　2020年10月、収益認識に関する会計基準対応では、社内システム改修に伴う運用変更の円滑な対応を実現する

ため、運用トレーニングを兼ねた最終確認を実施しています。

 

■「働き方改革」

　自律型人材への変革を促進し、社員が新しいことに積極的に挑戦する企業風土を醸成するため、目標管理制度

を見直し、当期より新制度を導入しました。その浸透を図るとともに、引き続き、チャレンジや変革を評価する

人事制度への変革に取り組んでいきます。

　また、2020年９月、健康経営の取り組みにおいて一定の成果を上げた企業として健康優良企業認定（金の認

定）（注１）を取得しました。

　さらに、2020年３月から運用を開始したテレワークの状況を踏まえ、同年10月よりテレワークおよび時差勤務

制度を刷新しました。今後もワークライフバランスの取り組みを推進し、社員満足度と企業価値の向上を図りま

す。
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■「その他、株主還元など」

　2020年５～６月、資本効率の向上ならびに株主への一層の利益還元を推進するため、444,100株の自己株式を取

得しました。

 

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、435億91百万円（前年同期比8.0％減）となりました。前

期のデジタルテクノロジー株式会社における決算期変更影響に加え、金融社会セグメントが低調に推移したこと

や法人ソリューションセグメントにおける新型コロナウイルス感染症の影響もあり減収となりました。

　売上総利益は、84億17百万円（同9.2％減）となりました。売上高の減少や、法人ソリューションセグメントに

おける原価率悪化をカバーできず減少しています。販売費及び一般管理費は、前期における決算期変更影響がな

くなったことや新型コロナウイルス感染症拡大の影響による旅費交通費や展示会出展費用の減少などにより、37

億32百万円（同7.7％減）となりました。販売費及び一般管理費は減少したものの、売上総利益の減少が大きく影

響し、営業利益は46億84百万円（同10.4％減）、経常利益は48億45百万円（同9.0％減）となりました。親会社株

主に帰属する四半期純利益は、営業利益の減少などにより32億68百万円（同11.1％減）となりました。

 

 （単位：百万円）
 

 

 
連結

 
 

　　個別（参考）
 

 対前年同期増減率  対前年同期増減率

売上高 43,591 △8.0％ 31,828 △5.3％

営業利益 4,684 △10.4％ 3,867 △9.8％

経常利益 4,845 △9.0％ 4,429 △7.8％

親会社株主に帰属する

四半期純利益
3,268 △11.1％ － －

四半期純利益（個別） － － 3,168 △8.1％
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＜売上高の内訳＞

 （単位：百万円）
 

 連結
 

対前年同期増減率

金融社会 13,934 △10.7％

法人ソリューション 12,657 △6.5％

運用基盤ＢＰＯ 11,857 △7.9％

地域・海外等 5,142 △4.3％

合計 43,591 △8.0％

 

　各セグメントにおける営業概況は、次のとおりです。

 

金融社会セグメント

　公共系のシステム開発が堅調に推移したものの、メガバンクにおける投資が低調に推移し、売上高は139億34百

万円（前年同期比10.7％減）となりました。

　一方、新技術や新開発手法などを活用したDX関連の案件として、「GeneXus（ジェネクサス）」などのアプリ

ケーション自動生成ツールを活用した開発や、RPA導入およびその支援などが前年同期比約15％拡大しています。

　また、顧客の営業プロセス管理などの課題に対し、Salesforceの導入に加え、利用促進に向けた業務・システ

ム分析の支援を実施しています。今後も積極的な提案を推進していきます。

 

法人ソリューションセグメント

　SAPを活用したソリューション案件やクラウド環境の構築案件などが堅調に推移したものの、組込み関連事業や

前期好調だった住宅関連の開発案件が低調に推移し、売上高は126億57百万円（前年同期比6.5％減）となりまし

た。

　当期の新たなソリューションとしては、2020年４月、製造現場のデジタル化を支援するIoT Platform

「Pasteriot」の販売を開始しました。リアルタイムに工場全体を可視化し、ルール・AIによる制御を行うこと

で、生産性の向上や管理コスト削減を実現します。

　また、SDNによるネットワーク基盤構築など、仮想化技術を活用したプロジェクトに取り組んでいます。これら

のノウハウを蓄積していくことによりビジネスの拡大を図ります。

 

運用基盤ＢＰＯセグメント

　運用ＢＰＯ分野は情報通信業のシステム運用設計や、基盤プロダクト分野においてプロダクトビジネスが順調

に推移したものの、前期のデジタルテクノロジー株式会社における決算期変更影響がなくなったことなどもあ

り、売上高は118億57百万円（前年同期比7.9％減）となりました。

　社内ヘルプデスク業務をデジタル技術でサポートするサービスである「ReSM plus」の販売拡大や、その基盤と

して活用している「ServiceNow」のSI案件の獲得に取り組んでいます。また、既に導入済みの顧客に対しては蓄

積されたデータを活用したサービスの改善を提案していきます。

 

地域・海外等セグメント

　地域分野において、DX関連売上高が拡大したものの、地銀向け案件の延伸・体制縮小やNelito Systems

Limitedがロックダウンの影響などで、売上高は51億42百万円（前年同期比4.3％減）となりました。

　パッケージソフトのクラウド化対応案件および「kotosora」（注２）による問い合わせ対応自動化などの文教

ソリューション案件の拡大を目指します。

 

（注１）東京都の健康保険組合などで構成される健康企業宣言東京推進協議会による健康優良企業の認定で、企業

全体で健康づくりに取り組むことを宣言し、一定の成果を上げた場合に認定される制度。

（注２）kotosoraとは、AIチャットエンジンを活用することにより、人と会話しているような自然なやりとりでFAQ

を利用できるソリューション。
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　財政状態としては、当第２四半期連結会計期間末の総資産は712億27百万円となりました。受取手形及び売掛金

が11億６百万円減少いたしましたが、流動資産のその他に含まれる未収入金が６億57百万円、仕掛品が５億96百

万円、現金及び預金が５億73百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べ総資産が６億28百万円増

加いたしました。

　負債は152億99百万円となりました。買掛金が６億６百万円、流動負債のその他に含まれる前受金が１億21百万

円、退職給付に係る負債が61百万円増加いたしましたが、流動負債のその他に含まれる未払消費税が５億30百万

円、未払法人税等が２億75百万円、賞与引当金が２億２百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比

べ負債が２億10百万円減少いたしました。

　純資産は559億28百万円となりました。自己株式が10億円増加いたしましたが、利益剰余金が剰余金の配当によ

り16億19百万円減少した一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益により32億68百万円増加したことなどによ

り、前連結会計年度末に比べ純資産が８億39百万円増加いたしました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末の

残高である382億76百万円に比べ５億26百万円増加し、388億２百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況についての前年同期との比較は次のとおりで

あります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは31億71百万円となり、前年同期に比べ得られた資金が２億95百万円増加

いたしました。主な要因は、税金等調整前四半期純利益が５億72百万円減少したことにより収入が減少し、ま

た、たな卸資産の増加額が４億64百万円増加したことにより支出が増加した一方で、仕入債務の増加額が６億円

増加したこと、法人税等の支払額が４億65百万円、賞与引当金の減少額が２億73百万円それぞれ減少したことに

より支出が減少したことなどによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは△２億10百万円となり、前年同期に比べ使用した資金が３億78百万円減

少いたしました。主な要因は、投資有価証券の償還による収入が４億円減少した一方で、連結の範囲の変更を伴

う子会社株式の取得による支出が４億56百万円、無形固定資産の取得による支出が２億45百万円、有形固定資産

の取得による支出が１億２百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは△26億56百万円となり、前年同期に比べ使用した資金が５億46百万円増

加いたしました。主な要因は、配当金の支払額が２億18百万円増加したこと、自己株式の取得による支出が２億

円増加したことなどによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

［当社グループの対処すべき課題］

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、72百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
（2020年９月30日）

提出日現在
発行数(株)

（2020年11月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 50,444,532 50,444,532
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数

100株

計 50,444,532 50,444,532 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2020年７月１日～

2020年９月30日
－ 50,444,532 － 6,113,000 － 6,190,917
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(5) 【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,880 8.47

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,261 7.12

ＤＴＳグループ社員持株会
東京都中央区八丁堀二丁目23番１号

エンパイヤビル
3,093 6.75

舞田　白根 東京都港区 1,442 3.15

秋山　久美子 東京都目黒区 1,237 2.70

株式会社ＮＴＣ
東京都豊島区東池袋三丁目１番１号サン

シャイン60－28階
964 2.10

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　メ

ロン　１４００４４

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY

10286, U.S.A.

（東京都港区港南二丁目15番１号　品川イ

ンターシティＡ棟）

954 2.08

株式会社日本カストディ銀行（信託口

９）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 912 1.99

株式会社日本カストディ銀行（信託口

５）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 912 1.99

小崎　智富 千葉県浦安市 803 1.75

計 － 17,461 38.11

（注）１　当社は、自己株式4,627千株を保有しておりますが、上記大株主の状況には記載しておりません。

２　2019年３月25日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、アカディアン・アセット・マネ

ジメント・エルエルシーおよびその共同保有者が2019年３月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載さ

れていますが、当社として2020年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の

状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　また、当社は、2019年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、下記の

所有株式数は当該株式分割前の株式数を記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

アカディアン・アセット・マネジメン

ト・エルエルシー

アメリカ合衆国、マサチューセッツ州、ボ

ストン、20階、フランクリン・ストリート

260
996 3.95

トンプソン、シーゲル＆ウォームズ

リー・エルエルシー

アメリカ合衆国、バージニア州、リッチモ

ンド、スイート600、ウエスト・ブロー

ド・ストリート6641

299 1.19
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３　2020年１月21日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、シュローダー・

インベストメント・マネジメント株式会社およびその共同保有者が2020年１月15日現在で以下の株式を所有し

ている旨が記載されていますが、当社として2020年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないた

め、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

シュローダー・インベストメント・マ

ネジメント株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 2,218 4.40

シュローダー・インベストメント・マ

ネージメント（ホンコン）リミテッド

香港　クイーンズウェイ　88、ツー・パシ

フィック・プレイス　33階
128 0.25

 

４　2020年５月22日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行およびその

共同保有者が2020年５月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されていますが、当社として2020年９

月30日現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 621 1.23

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 1,915 3.80

 

５　2020年９月４日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友信託銀行株式会社およ

びその共同保有者が2020年８月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されていますが、当社として

2020年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 531 1.05

三井住友トラスト・アセットマネジメ

ント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号 1,196 2.37

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号 877 1.74
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(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 4,627,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 45,788,700 457,887 －

単元未満株式 普通株式 28,432 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  50,444,532 － －

総株主の議決権  － 457,887 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄に26,800株、議決権の数の欄に268個、それぞれ証券保管振替機

構名義の株式および議決権が含まれております。

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社ＤＴＳ
東京都中央区八丁堀

二丁目23番１号
4,627,400 － 4,627,400 9.17

計 － 4,627,400 － 4,627,400 9.17

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 38,478,978 39,052,164

受取手形及び売掛金 16,349,995 15,243,466

有価証券 17,407 18,043

商品及び製品 286,200 365,941

仕掛品 567,630 1,163,813

原材料及び貯蔵品 22,203 28,362

その他 1,197,144 1,854,979

貸倒引当金 △20,245 △18,391

流動資産合計 56,899,314 57,708,379

固定資産   

有形固定資産 3,890,861 3,850,302

無形固定資産   

のれん 127,036 105,863

その他 819,929 791,090

無形固定資産合計 946,966 896,953

投資その他の資産   

その他 8,868,536 8,778,701

貸倒引当金 △6,817 △6,817

投資その他の資産合計 8,861,718 8,771,884

固定資産合計 13,699,546 13,519,141

資産合計 70,598,860 71,227,520
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 5,079,429 5,685,612

未払法人税等 2,025,489 1,750,110

賞与引当金 3,191,854 2,989,082

役員賞与引当金 58,270 51,623

受注損失引当金 2,680 51,515

その他 3,928,634 3,495,505

流動負債合計 14,286,358 14,023,449

固定負債   

退職給付に係る負債 919,223 980,739

その他 304,208 295,060

固定負債合計 1,223,432 1,275,800

負債合計 15,509,790 15,299,249

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,113,000 6,113,000

資本剰余金 6,215,781 6,215,781

利益剰余金 46,336,183 47,933,093

自己株式 △4,185,444 △5,185,540

株主資本合計 54,479,521 55,076,334

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 667,248 812,282

為替換算調整勘定 △37,286 △54,201

退職給付に係る調整累計額 △25,727 △28,424

その他の包括利益累計額合計 604,234 729,657

非支配株主持分 5,314 122,278

純資産合計 55,089,070 55,928,270

負債純資産合計 70,598,860 71,227,520
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 47,391,078 43,591,908

売上原価 38,121,614 35,174,365

売上総利益 9,269,463 8,417,543

販売費及び一般管理費 ※ 4,042,652 ※ 3,732,961

営業利益 5,226,810 4,684,581

営業外収益   

受取利息 10,884 17,871

受取配当金 39,687 41,245

投資事業組合運用益 23,581 36,704

助成金収入 9,469 45,868

その他 29,557 39,992

営業外収益合計 113,181 181,682

営業外費用   

支払利息 12,541 13,297

為替差損 1,488 1,594

その他 2,520 5,601

営業外費用合計 16,550 20,493

経常利益 5,323,442 4,845,771

特別利益   

段階取得に係る差益 66,731 －

特別利益合計 66,731 －

特別損失   

固定資産除却損 120 2,545

ゴルフ会員権評価損 2,808 －

事務所移転費用 － 28,193

特別損失合計 2,928 30,739

税金等調整前四半期純利益 5,387,245 4,815,031

法人税等 1,708,795 1,524,209

四半期純利益 3,678,449 3,290,821

非支配株主に帰属する四半期純利益 18 22,496

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,678,430 3,268,325
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純利益 3,678,449 3,290,821

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △162,950 145,033

為替換算調整勘定 △44,550 △22,857

退職給付に係る調整額 △2,188 △2,749

その他の包括利益合計 △209,689 119,426

四半期包括利益 3,468,760 3,410,248

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,469,176 3,393,748

非支配株主に係る四半期包括利益 △416 16,500
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,387,245 4,815,031

減価償却費 207,441 247,807

のれん償却額 54,964 21,172

賞与引当金の増減額（△は減少） △480,724 △207,476

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25,300 △6,646

受注損失引当金の増減額（△は減少） △84,417 48,835

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 65,783 62,392

売上債権の増減額（△は増加） 903,432 1,111,743

たな卸資産の増減額（△は増加） △207,416 △671,614

仕入債務の増減額（△は減少） 55,760 656,391

その他 △836,799 △1,214,963

小計 5,039,968 4,862,673

利息及び配当金の受取額 52,741 61,547

利息の支払額 △4,384 △6,142

法人税等の支払額 △2,212,077 △1,746,336

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,876,247 3,171,740

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △165,577 △62,788

無形固定資産の取得による支出 △324,784 △79,725

投資有価証券の取得による支出 － △25,000

投資有価証券の償還による収入 400,000 －

関係会社出資金の払込による支出 △70,171 －

定期預金の預入による支出 △213,677 △178,042

定期預金の払戻による収入 196,877 130,394

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△456,070 －

その他 43,546 4,216

投資活動によるキャッシュ・フロー △589,858 △210,945

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △1,397,140 △1,615,675

非支配株主への配当金の支払額 △1 －

自己株式の取得による支出 △801,796 △1,002,095

その他 88,788 △38,877

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,110,150 △2,656,648

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,079 △11,205

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 173,160 292,940

現金及び現金同等物の期首残高 35,140,658 38,276,335

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 233,074

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 35,313,818 ※ 38,802,350
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　前連結会計年度まで持分法非適用の非連結子会社であった大連思派電子有限公司、株式会社思派電子ジャパ

ンおよびDTS SOFTWARE VIETNAM CO., LTD.の３社は、重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より連結

の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2019年４月１日
　　至 2019年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日

　　至 2020年９月30日）

給料手当 1,388,988千円 1,401,355千円

賞与引当金繰入額 433,707 〃 421,187 〃

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

現金及び預金 35,548,805千円 39,052,164千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △234,986 〃 △249,814 〃

現金及び現金同等物 35,313,818 〃 38,802,350 〃
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月21日

定時株主総会
普通株式 1,398,500 60 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金

（注）　当社は、2019年７月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

１株当たり配当額は当該株式分割前の金額であり、当該株式分割を考慮した場合、１株当たり配当額は30円とな

ります。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年10月30日

取締役会
普通株式 925,226 20 2019年９月30日 2019年11月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月19日

定時株主総会
普通株式 1,619,146 35 2020年３月31日 2020年６月22日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年10月30日

取締役会
普通株式 1,145,427 25 2020年９月30日 2020年11月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

　　　　　　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 金融社会
法人ソリュー

ション

運用基盤ＢＰ

Ｏ
地域・海外等 計

売上高        

外部顧客への売上高 15,610,403 13,538,727 12,869,575 5,372,372 47,391,078 － 47,391,078

セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,328 8,692 1,564,628 1,196,077 2,771,726 △2,771,726 －

計 15,612,731 13,547,419 14,434,203 6,568,449 50,162,804 △2,771,726 47,391,078

セグメント利益 2,013,766 1,685,025 1,081,882 388,116 5,168,790 58,020 5,226,810

（注）１　セグメント利益の調整額に重要なものはありません。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 金融社会
法人ソリュー

ション

運用基盤ＢＰ

Ｏ
地域・海外等 計

売上高        

外部顧客への売上高 13,934,496 12,657,712 11,857,474 5,142,225 43,591,908 － 43,591,908

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1 35,777 459,704 1,527,059 2,022,543 △2,022,543 －

計 13,934,498 12,693,490 12,317,178 6,669,285 45,614,452 △2,022,543 43,591,908

セグメント利益 1,819,948 1,237,981 1,175,398 446,752 4,680,081 4,500 4,684,581

（注）１　セグメント利益の調整額に重要なものはありません。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり四半期純利益 79円34銭 71円12銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
3,678,430 3,268,325

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益（千円）
3,678,430 3,268,325

普通株式の期中平均株式数（株） 46,360,796 45,953,744

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2020年10月30日開催の取締役会において、第49期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,145,427千円

　１株当たりの額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 25円

　支払請求権の効力発生日および支払開始日　　　　　　　 2020年11月24日

（注）　2020年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

2020年11月６日
 

株式会社ＤＴＳ

 

取締役会　御中
 
 
 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所
  
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関口　茂　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中田　里織　㊞

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＤＴＳ

の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年９月30

日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＤＴＳ及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

その他の事項

　会社の2020年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が

実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2019年11月７日付けで無限定の結論を表明しており、

また、当該連結財務諸表に対して2020年６月19日付けで無限定適正意見を表明している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
  
（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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